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１ 件名 

近江八幡市市民課窓口業務委託 

 

２ 目的 

近江八幡市市民課窓口の運営にあたり、当該窓口等に必要な専門的知識、技術及び

経験を有する民間事業者へ包括的に業務を委託することにより、民間のノウハウを活

用した円滑且つ効率的な業務執行、運営体制の確立及び市民サービスの更なる品質

向上を図ることを目的とする。 

 

３ 業務内容 

近江八幡市（以下「市」という。）が委託する業務は、次のとおりとする。 

なお、各業務の詳細については、別紙１「委託業務項目等一覧」のとおりと

する。 

（１） フロア業務 

（２） 各種証明書関連業務（広域交付を一部除く） 

（３） 印鑑登録関連業務 

（４） 郵送請求関連業務（職務上請求および公用請求を含む） 

（５） 住民異動届関連業務（おくやみ窓口を含む） 

（６） 戸籍届関連業務 

（７） マイナンバーカード関連業務（特急発行申請を一部除く） 

（８） 公金取扱業務 

（９） その他付帯業務 

 

４ 共通業務 

受託する事業者（以下「受託者」という。）は、上記の業務について、開始

予定日から円滑かつ安定的に業務を遂行すること。なお、開始予定日は「７履

行期間等」のとおりとする。 

 

５ 適正法の確保 

受託者は、業務に関する法令並びに各府省庁通知及び告示等の内容を十分に認識し

た上で、適正法を確保しながら業務を遂行すること。 

 

６ 業務開始に向けた準備 

受託者契約締結後、業務開始に向けて速やかに次の準備を行うこと。 

ア 業務運営計画書の作成 

繁忙期等の対応を含めた業務を遂行するために必要な実施体制、人員配置計画、

連絡及び報告手段等、市と協議の上、必要な運営設計を行い、業務運営計画書を

作成すること。 

イ 業務手順書の作成 

本仕様書、市が提供する資料及びヒアリング等により、業務手順書を作成す

ること。 

ウ 緊急時対応計画書の作成 

事故・災害時等の緊急事態に対応するための緊急時対応計画書を作成すること。 

エ 研修の実施 

業務従事者に対する研修計画書を作成し、その計画書に基づき、マナー及び

接遇等を含め業務遂行に必要な知識・技術を習得するための研修を実施するこ

と。また、業務開始時までに、業務を遂行する上で必要な業務スキルを有す

る業務従事者を養成すること。 

(ア) 業務内容を把握し、業務を適正に遂行できるようにすること。 
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(イ) 機器の操作方法を習得し、業務に必要なシステム等を操作できるようにする   

こと。 

(ウ) 個人情報保護及び秘密保持に関する内容を把握し、遵守できるように

すること。 

(エ) 業務に関する法令等について知識を習得し、遵守できるようにするこ

と。 

 

７ 履行期間等 

業務準備・引継ぎ期間 令和７年６月１日から業務開始予定日まで 

業務開始予定日 令和７年１２月１日 

業務終了日 令和１０年１１月３０日 

 

８ 履行場所 

  原則として、近江八幡市役所（近江八幡市桜宮町２３６番地）とする。 

 なお、令和８年１月に新庁舎（現本庁舎横に建設中）に移転を予定している。 
 

各種証明書関連業務 

印鑑登録関連業務  

フロア業務 

本庁１階市民課および市民課付近フロア 

郵送請求関連業務 本庁１階市民課 

戸籍届関連業務 

住民異動届関連業務 

本庁１階市民課 

マイナンバーカード関連

業務 

本庁１階マイナンバー特設窓口（令和７年１２月まで） 

本庁１階市民課（令和８年１月から） 

市内社会福祉施設・市内市民宅 
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９ 履行日時 

原則として、次のとおりとする。ただし、市と受託者が協議の上、これを

変更することができる。   

 履行日 次の（１）から（３）を除く平日とする。 

ただし、マイナンバーカード関連業務においては、月１回から２回

日曜日開庁する。（以下、「休日交付日」とする。） 

（１）日曜日及び土曜日（休日交付日を除く） 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に     

規定する休日 

（３）１２月２９日から翌年１月３日まで 

履行時間 窓口や電話の受付時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までと

する。ただし、月１回から２回木曜日に、マイナンバーカード関連業務

の時間外開庁をする。受付時間は、午後５時３０分から午後７時までと

する。なお、各受付時間内に受付した案件については、その手続等が終

了するまでとする（証明書の交付時等において、既に呼び出したが、不

在であった方の対応は除く。）。 

このほか、履行時間の直前、直後における来庁者については、臨機応

変に対応すること。 

臨時開設日 年度末又は年度初めにおいて、休日のうち１日から２日を臨時開設日

とすることがある。 

なお、臨時開設日及び履行時間は、市と協議の上、決定する。 

その他 （１）履行時間の前後における準備、整理事務（端末機・番号発券機

の準備・終了、金銭の集計、報告書の作成、届出書類の整理、連絡調

整等）も業務範囲に含むものとし、一連の処理が履行時間外に及ぶも

のについては、履行時間にかかわらず、処理が完了するまでの間、引

き続き業務を行うこと。 

（２）繁忙期等において、履行時間内に来庁者の受付が終了しない場

合等は、市と受託者が協議の上、履行時間を延長する。 

 

１０ 予定業務量 

  別紙１「委託業務項目等一覧」のとおり。 
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１１ 業務スペース、使用するシステム等、貸与物件 

（１）業務スペース 

別紙２－１（現庁舎）及び別紙２－２（新庁舎）「業務スペースレイアウト図」

のとおり。いずれも、参加意向申出書を提出した者にのみ配付する。 

（２）使用するシステム等 

（※１）現在G-COASシステムを利用しているが、令和７年１１月１７日以降は、標準

化された別システムを利用する。 

（※２）新庁舎では別システムを使用する。 

 

（３）貸与物件  

別紙３「貸与物件一覧」のとおり。 

（４）貸与物件の返還及び原状回復 

受託者は、契約期間終了時（契約解除により契約終了の場合を含む。）には、

業務の遂行に当たり貸与を受けた物件を遅滞なく市に返還すること。なお、貸与

を受けた物件について損害が生じた場合、受託者の責任において当該物件を原

状に回復すること。 

 

１２ 納入成果物 

業務に関する納入成果物は、次のとおりとする。なお、この成果物に係る一切の権利

は、納入と同時に市に帰属する。 

納期 成果物 備考 

業務開始前 業務運営計画書 履行期間中に改善や変更が生じた場合は、

随時更新し、都度市に提出すること 業務手順書 

緊急時対応計画書 

研修計画書、研修実施報

告書及び研修資料一式 

日次 日次報告書 「21 実績報告等」のとおり 

月次 月次報告書 

年次 次年度の業務運営計画書

及び業務改善計画書 

随時 その他の報告資料等  

窓口サービスアンケート

実施報告書 

「23 窓口サービスアンケートの実施」 

のとおり 

その他市が指定する資料  

契約終了時 業務引継書 業務手順、具体的な留意点等 

業務 システム  業者 

各種証明書関連業務 

印鑑登録関連業務 

戸籍届出窓口業務 

住民異動届出関連業務 

総合行政システム（※１） 

住基ネットシステム 

トーテックアメニティ㈱ 

戸籍システム 

異動受付支援システム 

富士フィルムシステムサ

ービス㈱ 

マイナンバーカード関

連業務 

総合行政システム（※１） 

住基ネットシステム 

トーテックアメニティ㈱ 

戸籍システム端末 富士フィルムシステムサ

ービス㈱ 

公金取扱業務 セミセルフレジ ㈱グローリー 

番号発券機（※２） 番号カード発券機 デュプロ㈱ 

郵送請求関連業務 戸籍システム 富士フィルムシステムサ

ービス㈱ 
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※成果物が市の求める水準に達していないと判断された場合は、市と受託者が協議

の上、市は受託者に成果物の再提出を求めることができる。 

 

１３ 業務の実施体制 

業務の遂行に当たっては、統括管理責任者、現場責任者及び業務従事者を適正数配置

し、効率的かつ効果的な運営体制により、正確で迅速な業務処理を行うこと。また、繁

忙期・繁忙時間帯においては、業務が滞ることのないよう適切な人員配置を行うこと。 

（１） 統括管理責任者の配置 

    ア 受託者は、業務の円滑な遂行を図るため、業務全体を把握し、調整することがで

きる統括管理責任者を配置すること。 

イ 統括管理責任者は、常に業務の遂行状況の把握に努め、業務全体の管理、業務実

績の把握、業務水準の維持・向上、市との連絡調整、連絡事項の周知徹底、現場責

任者の育成、研修計画の作成、リスク管理等を行うこと。 

ウ 統括管理責任者は、契約上の疑義が生じたとき、又は緊急に対応すべき事態が発

生した場合、市と協議の上、必要な対応を図ること。 

 （２） 現場責任者の配置 

   ア 受託者は、業務の内容や処理の流れを熟知し、現場を適正に管理できる知識や経

験を有している現場責任者を選任し、履行場所に常駐させること。 

イ 現場責任者が不在となる場合は、同程度のスキルを有する代行者を選任し、履行

場所に配置すること。 

ウ 現場責任者は、市との協議及び連絡調整の窓口となり、業務の遂行状況の確認、

法令遵守の確認、担当する業務従事者の指揮・管理、担当する業務報告、業務改善

のための課題抽出及び改善策の提示、統括管理責任者の補佐、業務従事者との情報

共有、トラブル発生時の迅速な対応、業務従事者の育成・研修計画の立案等を行う

こと。 

エ 現場責任者は、腕章を着用する等、他の業務従事者との識別を明確にすること。 

 （３） 業務従事者の配置 

   ア 受託者は、業務の実務担当者として、担当業務の内容を理解し、正確かつ迅速

な事務処理が可能な業務従事者を配置すること。 

イ 業務従事者は、トラブル発生時には、現場責任者へ速やかな報告、引継ぎを行

うこと。 

ウ 業務従事者は、公務を執り行っていることを十分認識し、身だしなみ、言葉遣

い等に注意すること。また、市の信用を失墜するような行為を行わないこと。 

（４） 業務従事者等名簿、業務体制表及び勤務予定表の提出 

ア 受託者は、業務従事者等（統括管理責任者、現場責任者及び業務従事者をいう。

以下同じ。）名簿及び業務体制表を作成し、あらかじめ市に提出すること。また、

毎月の業務開始前に、市へ業務従事者等の勤務予定表を提出すること。なお、変更

が生じた場合は、速やかに業務従事者等名簿及び勤務予定表の変更を行い市に提出

すること。 

イ 業務従事者等名簿の提出は、セキュリティ管理及び個人情報の漏えい防止が目

的であり、当該名簿に記載のない者が執務室内に立ち入らないようにすること。 

（５） 業務従事者等の服装 

受託者は、業務従事者等に対し、適切な身だしなみについて指導するとともに、

受託者の従業員であることを示す名札を着用させ、その地位を明確にすること。 

（６） 業務従事者の教育 

受託者は、業務従事者等に対し、窓口業務等を遂行するうえでの接遇や業務スキ

ル等、業務遂行に必要な知識及び能力を十分に習得させるため、受託者の責任にお

いて研修等を定期的に実施し、業務水準の維持・向上に努めること。また、適正か

つ円滑な業務遂行のため、適宜改善を行い、業務水準の向上に努めること。なお、
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法改正等により業務内容に変更が生じた場合は、速やかに業務手順書を更新し、市

に提出すること。 

 

１４ トラブルへの対応 

  受託業務に関する苦情、トラブルが発生したときは、受託者の責任において対応す

るとともに、遅滞なく市へ報告すること。ただし、市の制度・施策に関すること、受

託業務以外の業務に関すること等については、速やかに市に引継ぐこととする。なお、

苦情等の発生後においては、その原因究明を行い、必要な再発防止策を講じること。 

 

１５ 感染症対策 

  季節性インフルエンザをはじめとした感染症対策として、必要に応じて、マスク着用、

こまめな手指消毒、窓口等の消毒、体調管理等を徹底するよう、受託者において業務従

事者等に指導すること。 

 

１６ 業務水準 

（１） 業務水準の設定 

受付番号発券機で発券された時間から窓口で受付するまでの住民の待ち時間及び受

付した時間から処理完了までの合計時間を、業務委託開始前より３０％削減する。そ

の他正確性及び迅速性について達成すべき業務水準は、市と協議の上設定し、質の高

いサービスの提供に努めること。また、業務内容についての専門的な知識及び経験を

有する業務従事者等により業務を安定的に遂行すること。 

（２） 業務水準の確認等 

市は、定期的に業務の遂行状況を確認し、業務水準の達成状況に関する評価を行う。

この評価において、設定した業務水準に達しないと認められた場合、受託者は、その

原因分析を行い、課題の解決策等を明記した改善報告書を市に提出すること。 

なお、繰り返し改善報告書の提出があったにもかかわらず、設定した業務水準が

達成されない場合には、市は本契約を中途解除することができるものとする。 

 

１７ 守秘義務・個人情報の管理 

（１）受託者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７号）、

近江八幡市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年３月２４日条例第１号）

及びその他の関係法令等を遵守すること。なお、個人情報及び特定個人情報の取扱

いについては、別紙４－１「個人情報取扱特記事項」、別紙４－２「情報セキュリ

ティ特記事項」及び別紙４－３「特定個人情報等の取扱いに係る特記事項」のとお

りとする。 

（２） 受託者は、業務に関して知り得た個人情報等の内容を他に漏らし、又は不当な目

的に使用及び収集してはならない。また、業務の遂行に必要な場合を除き、履行場

所以外へ持ち出してはならない。本契約が終了又は解除された後においても、同様

とする。 

（３） 受託者は、個人情報保護及び秘密保持の重要性に鑑み、業務遂行において遺漏の

ないよう就業規則、業務規定その他の規定を整備し、業務従事者等に遵守させるこ

と。 

（４） 受託者は、業務従事者等に対し、個人情報保護及び情報セキュリティに関する研

修を定期的に実施し、その結果を市に報告すること。 

（５） 受託者は、業務従事者等と事前に情報セキュリティに関する誓約書を取り交わし、

業務従事者等の退職後においても、情報が漏えいすることがないよう対策を講じる

こと。 
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１８ 情報セキュリティの確保 

（１）受託者は、業務の遂行に当たり、次の事項を遵守すること。 

ア 業務の遂行においては、事前に市から許可を受けた情報端末及び記録媒体のみ

を使用すること。 

イ 情報端末は、受託業務以外に使用しないこと。 

ウ 市の情報セキュリティ対策を理解し、その内容を遵守すること。 

（２）受託者は、上記の事項に違反し、市又は第三者に損害を与えたときは、その損害

を賠償すること。 

 

１９ 労働環境 

（１）受託者は、業務従事者等に対して、労働基準法、労働安全衛生法、労働者災害

補償保険法その他の労働関係法令上の責任を負い、受託者の責任において労働管

理を行うこと。業務従事者等の労働災害については、受託者の責任と費用で処理

しなければならない。ただし、市の庁舎内における市の責めに帰する事由による

災害については、この限りでない。 

（２）業務従事者等の雇用に当たっては、適法な雇用契約を締結し、適切な雇用形態

とすること。 

（３）市の庁舎内において、安全で衛生的な業務遂行を損なうおそれがある場合、受

託者は直ちにその旨を市に報告すること。市は、これに応じて速やかに安全又は

衛生上、必要な措置を講じるものとする。なお、市が当該措置を講じるまでの間、

受託者は、危険を回避するために必要な臨時的措置を講じることができる。 

（４）上記の場合において、危険が重大であり、かつ急迫しているときは、受託者は、

安全が確認できるまで業務の遂行を停止することができる。 

（５）地震、火災、疫病その他の不可抗力により、業務の全部又は一部が遂行不能とな

った場合、受託者の責任を免除する。 

 

２０ 危機管理 

受託者は、事前に緊急時の体制を整備するとともに、受託者の責任において、業

務遂行に関する安全対策に万全を期すため、必要な措置を講じること。機器等の障

害が発生した場合や、事故、災害（台風、大雪等の自然災害を含む）等の緊急事態

が発生した場合においては、市に遅滞なくその状況を報告するとともに、業務遂行

に支障を来すことがないよう、市と協議の上、十分な対応を図ること。 

 

２１ 実績報告等 

受託者は、業務の遂行に関し、定められた期日までに報告書を提出すること。 

（１）日次報告（当日中に報告） 

ア 証明書等の種類別処理件数 

イ 手数料等の各種収納金額 

ウ 事務処理日報 

（２）月次報告（業務遂行月の翌月５日までに報告） 

ア 日次報告のまとめ 

イ 事務処理月報 

ウ 実績報告 

エ 業務水準の達成状況  

オ 業務分析・改善報告書 

（３）年次報告（市と協議の上、決定した日までに報告） 

ア 次年度の業務運営計画書及び業務改善計画書 
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（４）その他の報告資料等（市と協議の上、決定した日までに報告） 

ア 受託業務に関する報告書 

イ 業務区分ごとの統計資料 

 

２２ 連絡会の開催 

   受託者は、月１回、各業務の月次報告、課題の整理、業務改善策の提示等のため、市

との連絡会を開催すること。また、このほかに緊急に解決しなければならない課題等が発

生した場合、臨時的に会議を開催すること。会議の日時については、市と受託者の協議に

より決定する。なお、連絡会等の議事録は、受託者が作成し、市に提出すること。 

 

２３ 窓口サービスアンケートの実施 

受託者は、窓口サービスに対する市民の意見を業務に反映させるため、年１回以上、

窓口サービスアンケートを実施すること。実施時期、内容等については、市と受託者

の協議により決定する。また、実施結果を分析し、「窓口サービスアンケート実施報

告書」として取りまとめ、市に提出すること。 

 

２４ 費用負担 

市と受託者との業務準備・引継ぎ期間、履行期間及び契約終了時における費用分担

は次のとおりとする。なお、表に定めのない事項が生じた場合には、市と受託者が協

議の上、負担者を決定する。 

（１）業務準備・引継ぎ機関 
 

内容 負担者 備考 

市 受託者 

業務従事者等の研修  ○  

業務従事者等名札等の準備  ○  

業務遂行に必要な貸与備品一式 ○  ※別紙３「貸与物件一覧」 

貸与物件一覧に記載のない備品の追加調達  ○  

（２）業務委託期間 
 

内容 負担者 備考 

市 受託者 

届書・申請書等の用意 ○   

業務遂行に必要な貸与備品一式の維持管理 ○  ※別紙３「貸与物件一覧」 

住民票等の偽造防止用紙、業務遂行に必要

な用紙類 

○   

印刷に必要なトナー ○   

執務室等の光熱水費、通信費 ○   

業務従事者等が使用する文房具等の消耗品  ○  

貸与物件一覧に記載のない備品の追加調達  ○  

業務従事者等名札の追加調達  ○  

業務従事者等の教育  〇  

（３）契約終了時 
 

内容 負担者 備考 

市 受託者 

次期受託者に対する業務の引継ぎ  ○  

追加調達した備品等の撤去・原状復帰  ○  
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２５ 備品の持込 

（１）原則として、受託者は、別紙３「貸与物件一覧」に記載のない備品等を履

行場所に持ち込まないこと。ただし、受託者が業務遂行上必要とする備品等

を履行場所へ持ち込む場合は、あらかじめ市と協議の上、許可を得ること。 

（２）原則として、受託者は、情報端末（携帯電話、スマートフォン、ノートＰ

Ｃ等）及び記録媒体（ＵＳＢメモリ等）を履行場所に持ち込まないこと。た

だし、受託者が業務遂行上必要とする場合は、機器、用途、設置場所等につ

いて市に事前に申請を行い、許可を得ること。 

（３）上記の許可を得た情報端末であっても、市のネットワークに接続すること

は禁止する。 

 

２６ 制度改正・組織変更等に伴う仕様の変更 

  制度改正や組織変更等により、仕様の変更が生じる場合は、市と受託者が協議の上、

見直しを行う。また、受託業務において使用するシステムの追加・変更があった場合

についても、市と協議の上、必要な措置を講じること。 

 

２７ 損害賠償責任 

  受託者が故意又は過失により、市又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠

償すること。ただし、その発生が市又は第三者の責めに帰すべき事由による場合は、

この限りでない。 

 

２８ 次期受託者に対する業務の引継ぎ 

  受託者は、契約期間が終了となる場合（契約解除により契約終了の場合を含

む。）、次期受託者が業務開始日から滞りなく業務を行うことができるよう、速

やかに市及び次期受託者に対して業務の引継ぎを行うこと。この場合、市が必要

と認める資料等は、遅滞なく全て提出すること。 

 

２９ その他 

（１）本仕様書に定めのない事項又は本仕様書の内容に疑義が生じた場合は、市と受

託者が協議の上、決定する。 

（２）市は、必要があると認めるときは、業務に係る収納の事務について検査を行う。 

（３）受託者は、受託業務の全部又は一部を再委託してはならない。 

（４）本契約の履行に当たり、受託者は、障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る法律（平成２５年法律第６５号）を遵守し、また、障害を理由とする差別の解

消の推進に関する近江八幡市職員の対応要領の趣旨を理解し、障害を理由とする

差別の解消の推進に努めること。 

 


